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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定に基づき、

令和４年１１月８日付財政第１０４号により、出雲市長から令和３年度及び令

和元年度定期監査に係る改善措置の通知がありましたので、別紙のとおり公表

します。 

 

 

令和４年（２０２２）１１月１５日 

 

 

出雲市監査委員 神 門 三千夫 

出雲市監査委員 射 場 かよ子 

出雲市監査委員 保 科 孝 充 

 





令和３年度定期監査に対する改善措置の状況

通し番号
監査
実施
年度

監査通知年月日 監査文書番号 監査種別 監査結果 措置の状況 回答担当部 担当課

1 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査

公用車の自動車共済保険加入手続を遅延したことにより、任意保険に未加入のまま使用している期
間があった。
・出雲科学館公用車1台
［出雲市財産規則第10条］

今後の事務執行に際しては、事前に必要な手続きを確認し、規則を遵守し
ます。

教育部 出雲科学館

2 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査
公用車の自動車共済保険解約手続を遅延したことにより、解約返戻金の金額が減額となった。
・出雲科学館公用車1台
［地方自治法第2条第14項］

今後の事務執行に際しては、事前に必要な手続きを確認し、迅速かつ適切
に処理することを徹底します。

教育部 出雲科学館

3 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査
特段の理由なく特定個人情報が含まれた書類を複写し、保管していた。
・大津小学校校地拡張事業
［出雲市個人情報保護条例第8条、出雲市特定個人情報等の取扱いに関する管理規程第16条］

特定個人情報が含まれた書類を全てシュレッダーにより処分した。 教育部 教育施設課

4 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査
施設の賃貸借に係る賃貸借料に、消費税を課していなかった。
・旧平田勤労青少年ホーム建物に係る普通財産貸付料
［消費税法施行令第8条］

令和４年４月１日付普通財産賃貸借契約より消費税を課し貸付するよう改
善しました。

市民文化部 市民活動支援課

5 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査
施設の賃貸借に係る賃貸借料に、消費税を課していなかった。
・佐田スクールバス車庫及び車庫用敷地に係る土地建物賃借料
［消費税法施行令第8条］

令和３年度以降、当該土地建物賃貸借料に消費税を課しています。 教育部 教育政策課

6 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査

土地売買契約書に貼付した収入印紙について、税額の軽減措置を適用せず、印紙税が過誤納となっ
ており、還付手続きが必要となった。
・新体育館整備事業用地取得に係る土地売買仮契約書
［印紙税法第8条、別表第一の第1号の1］

出雲税務署に当該印紙税に関する過誤納の確認申請を行い、令和4年9月
12日に過誤納還付金を受領しました。

市民文化部 文化スポーツ課

7 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査

土地売買契約書に貼付した収入印紙について、税額の軽減措置を適用せず、印紙税が過誤納となっ
ており、還付手続きが必要となった。
・第一中学校用地取得に係る土地売買契約書、平田4地区統合小学校用地取得に係る土地売買仮
契約書
［印紙税法第8条、別表第一の第1号の1］

税務署へ印紙税過誤納の還付請求を行い、還付を受けた。 教育部 教育施設課

9 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査

指定管理者があらかじめ市長の承認を受けて定める指定管理施設の利用料金の額について、同じ
団体への再指定時において改めて必要となる承認手続を行っていなかった。
・出雲市民会館ほか31施設
［地方自治法第244条の2第9項］

指定管理者として同じ団体を再度指定する際の利用料金承認手続につい
て、令和４年度以降は、同じ団体への再指定時にも、関係法令に従い、改
めて利用料金の市長承認手続を行っています。

市民文化部 文化スポーツ課

10 3 R4.1.26 監査第160号 定期監査

指定管理者があらかじめ市長の承認を受けて定める指定管理施設の利用料金の額について、同じ
団体への再指定時において改めて必要となる承認手続を行っていなかった。
・荒神谷博物館
［地方自治法第244条の2第9項］

令和4年1月26日付で監査報告を受け、監査事務局及び行政改革課と協議
を行った結果、令和4年3月1日付で承認手続きを済ませました。

市民文化部 文化財課



令和元年度定期監査に対する改善措置の状況

通し番号
監査
実施
年度

監査通知年月日 監査文書番号 監査種別 監査結果 措置の状況 回答担当部 担当課

1 1 R2.1.29 監査第206号 定期監査

【財産事務】
⑸農地転用を行う必要がある土地を、転用を行わずに賃貸借契約を締結していた。
・立久恵峡温泉泉源敷地、八雲風穴敷地、鳶ケ巣城址登山道進入路及び駐車場敷地
［農地法第5条］

指摘のあった土地について農業委員会から農地転用の許可を得ることがで
きました。

経済観光部 観光課


